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１． 土木技術者資格制度創設の狙い

公益社団法人土木学会は、2000 年度に土木技術者資格制度を創設した。制度の目的を、規程中では以

下のように記している。

『土木学会認定土木技術者資格制度は、公益社団法人土木学会が、専門的能力と技術者倫理を有する土木

技術者を認定し、これを社会に対し責任を持って明示することを目的とする』

また、土木学会の定款では、第 2 章の目的及び事業の中で、目的の第 3 条として、 

『学会は、土木工学の進歩及び土木事業の発達並びに土木技術者の資質の向上を図り、もって学術文化の

進展と社会の発展に寄与することを目的とする』と謳っていたが、

この目的を達成するための事業として、『土木技術者の資格付与と教育』を加えた。

なお、制度創設当時の岡村甫土木学会長が、後に土木学会創立 90 周年の記念誌（2005 年刊行記念土木

学会略史）への寄稿文で、当時の時代背景と共に制度創設の趣旨を紹介しておられる（添付資料-1）。土木

技術者が社会から見えにくい状況、技術が必ずしも大切にされない状況は、今も完全に払拭されたわけで

はない。添付中では、制度の活用についても以下のとおり触れている。

『発注者や受注者が、それぞれの責任を果たすためには、この制度を有効に活用していただくことが重要

である。』

２． 土木技術者資格制度の特徴

① 4 つの資格ランクを有する。

土木技術者は、実務経験の積み重ねに応じ 4 つのランクの資格を取り進むことによって、自ら

の技術的レベルアップを証明する制度設計となっている。すなわち、４つのランクは、土木技術

者としてのキャリアパスを提示している。

2 級土木技術者資格 ：  大学卒業レベルの能力を有していることを証明するもので、実務を

開始する入り口としての資格である。資格保有によって、土木の技術
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者集団の一員として認められる。

1 級土木技術者資格  ：  専門とする分野が定まり、一人前の技術者としての能力を有してい

ることを示す資格である。少なくともひとつの専門分野における高度

な知識を有し、自己の判断で任務を遂行する技術者であることを証明

する。

上級土木技術者資格  ：  土木技術者としての幅がさらに広がり、複数の専門分野における高

度な知識を有し、重要な課題解決に対してリーダーとして任務を遂行

する能力を有していることを証明する資格である。

特別上級土木技術者資格： 土木技術者としての長年の経験によって培われた高い倫理観、専門

分野における高度な知識及び豊富な経験に基づく広範な見識を有し、

土木界のみならず社会に対して自らの分野を越え多面的な貢献をす

ることのできる、日本を代表する技術者であることを示す資格である。 

② 継続教育制度と連携した更新制を採用している。

技術者は、刻々革新される技術を学び身につける等、弛まぬ自己研鑽に努めなければならない。

そのために、いずれの資格も、所定単位数の継続教育記録の提出により 5 年毎に更新することを

求めている。

３． これまでの主な資格制度改訂の経緯

① コースＢの創設

2008 年度の試験から、１級土木技術者資格審査、上級土木技術者資格審査にコースＢと称する

審査方式も併設することとなった。コースＢ試験は、現場で活躍されている技術者にも広く受験

していただけるよう、土木技術者としての実務経験に関する具体的な自己申告と、それに対する

少し長めの口頭試問による実務経験能力に関する評価に重点を置いた試験を行うものである。こ

れに対し、従来の記述式試験、口頭試験の組み合わせ方式はコースＡと称することになった。

② 受験資格要件の緩和

制度創設当初には、受験資格要件として土木学会員であること等いくつかの条件が決められて

いたが、土木学会が公益社団法人化した 2011 年度までの幾度かにわたり条件を緩和した。 

現行のルールによる受験資格要件は以下のとおりである。

・ 2 級土木技術者試験（土木技術検定試験）は誰でも受験可能 

・ 1 級土木技術者試験、上級土木技術者試験は、それぞれ 7 年、12 年の実務経験があれば受験

可能

・ 特別上級土木技術者試験は、上級土木技術者であって、17 年の実務経験があれば受験可能 
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③ 2 級土木技術者資格試験方法のＣＢＴ化

当初、2 級土木技術者資格試験は、全国二十数校の大学に試験会場の設営をお願いし、1 年に 1

回実施していた。これに対し、2011 年度の試験からは、試験をＣＢＴ方式（Computer Based 

Testing）とし、全都道府県に設営される会場（民間パソコン教室等を利用）において、いつでも

だれでも受験できるようになった。これに伴い、2 級土木技術者試験も、土木技術検定試験と呼

称するようになった。このような変更をするに至った経緯は以下のとおりである。

a. 会場設営をお願いする大学の教員の負担を除きたい。

b. 毎年 100 問の試験問題を新たに作成する手間を軽減したい。

４．近年の土木技術者資格制度の動向

（１）認定技術者数の推移

制度創設以来 13 年間の、1 級土木技術者資格、上級土木技術者資格、特別上級土木技術者資格の

初回認定技術者数の累計を図－１中に青線で示す。各年の初回認定技術者数とは、当該年の前年に

実施した試験の合格者のうち資格認定申請をして認定された技術者の数である。単調に増加してい

るものの最近の 3 年ほどは増加が低調になっているように見える。 

一方、各資格において 5 年毎に更新を繰り返した後に、認定技術者の数がどのように推移してい

るかについて、同図中に赤線で示した（更新が始まっていない 2002 年度～2006 年度では青線と重

なる。）青赤両線の差は、非更新者の累計を表している。

図-1  累計認定技術者数の推移 

3



図-1 中の実際の認定技術者数を、各等級別に分けて図-2 に整理しなおした。1 級土木技術者資格、

上級土木技術者資格に関しては、2014 年度付近では増加傾向が鈍るものの単調増加しているのに

対し、特別上級資格については、2007 年度以降大きく減少している点が特徴的である。 

図-2 認定技術者数の推移 

（２）土木技術者資格の更新率について

土木学会認定の土木技術者資格は、5 年毎の更新制を採っている。初回の資格認定をした方が、 

5 年毎の更新を経て至った現時点の人数から算定した更新率を表－1 に整理した（2001 年度～2013

年度）。

表-1 現時点における更新率 

受験年度 特別上級 
上級 １級

２級 合  計 
コースＡ コースＢ コースＡ コースＢ

2001 年度 40.7 40.7 

2002 年度 49.1 52.9  50.8 

2003 年度 43.2 88.2  37.3 8.8 23.7 

2004 年度 78.7 85.7  53.8 7.2 25.5 

2005 年度 77.1 81.3  47.5 4.6 45.6 

2006 年度 33.3 73.1  50.0 3.1 19.3 

2007 年度 88.9 70.7  38.5 7.3 27.0 

2008 年度 80.0 76.4  52.7 47.6 44.9 19.6 40.3 

例えば特別土木技術者資格の更新率についてみてみると、2001 年度から 2003 年度に受験し、合

格後認定を受けた特別上級土木技術者は既に 2 回の更新をしている。また、2004 年度から 2008 年

度の間に合格し認定申請した方は更新時期を 1 回迎えていることになる。特別上級土木技術者の場

合、受験者数、合格者数ともに例年少ないのでバラツキが大きいが、すでに 2 回の更新を経験して
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いる 2001 年度～2003 年度の認定者の更新率を概ね 50％程度、また、更新経験が１回の 2004 年度

～2008 年度の更新率を 80％程度とみなせば、1 回目の更新率は 80％程度、2 回目の更新率はさら

に低く 60％程度に止まっていると考えられる。更新率が低い理由として以下が指摘されている。 

① 特別上級土木技術資格の保有者は、組織の最上部を構成する役職を負っている方が多く、その場

合多忙を極め、継続教育実施のための時間が取りにくい。

② 特別上級土木技術者には高齢の方が多く、その中に少なからず含まれるリタイアされた方の多く

は継続教育を実施する環境から離れている。

いずれにしても、継続教育を実施しにくいということが理由として最も大きいことが指摘されて

いる。このような環境におられる方々にも更新をしていただける継続教育のためのアドヴァイスを

まとめ、資格の初回認定時、及び資格の更新時にお送りしている。（2014.12 より開始） 

（３）現在の認定技術者数の職種別割合と、県別分布（住所ベース）

平成 26 年 5 月時点での土木技術者資格保有者（1 級土木技術者資格、上級土木技術者資格、特

別上級土木技術者資格）を職種別に分類し図－3 としてまとめた。3 つのグレード全体でみた場合、 

図-3 認定技術者の職種別分布（2014 年５月現在） 
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コンサルタント会社が約 50％、建設会社が約 30％、発注者が約 20％、学校関係が 3％となってい

る（発注者には、国、地方自治体の他、独立行政法人、および、道路、鉄道、電力等の公益事業者

も含む）。

資格グレードごとの特徴をみると、上級土木技術者資格では、コンサルタント会社の割合が全体

の分布と比べてさらに大きくなっている。また、特別上級土木技術者資格では、学校関係の認定技

術者数が多くなっている点が特徴である。

また、1 級土木技術者資格、上級土木技術者資格、特別上級土木技術者資格それぞれの、平成 26

年 5 月時点における認定技術者の県別分布を、表－2 に整理した。認定技術者は首都圏に大きく偏

在していることがわかる。

表-2 都道府県別認定技術者数 

都道府県 1級 上級 特別上級 合計 都道府県 1級 上級 特別上級 合計

東京都 121 252 172 545 滋賀県 8 6 1 15

神奈川県 62 129 89 280 岩手県 9 4 13

埼玉県 67 127 55 249 長野県 1 9 3 13

千葉県 50 108 63 221 岐阜県 8 4 1 13

大阪府 88 82 19 189 島根県 8 2 2 12

北海道 76 59 31 166 石川県 4 5 2 11

福岡県 51 56 18 125 山口県 5 3 1 9

愛知県 35 66 13 114 熊本県 3 4 2 9

宮城県 40 53 17 110 大分県 1 7 1 9

兵庫県 36 38 16 90 鹿児島県 2 6 1 9

広島県 49 24 9 82 青森県 4 3 1 8

茨城県 19 37 14 70 山形県 7 1 8

京都府 11 20 9 40 三重県 3 5 8

徳島県 18 15 3 36 和歌山県 5 2 1 8

香川県 12 18 5 35 宮崎県 3 4 7

静岡県 14 14 6 34 山梨県 2 1 3 6

高知県 16 11 2 29 沖縄県 1 2 2 5

奈良県 11 9 8 28 福島県 2 1 1 4

栃木県 9 10 7 26 福井県 1 3 4

岡山県 11 12 3 26 長崎県 2 2 4

新潟県 11 10 1 22 鳥取県 3 3

富山県 6 12 1 19 秋田県 2 2

愛媛県 12 5 1 18 佐賀県 1 1

群馬県 2 11 2 15 合計 909 1252 589 2750
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（４）土木技術検定試験受験者数の推移

2007 年度から 2013 年度の間の土木技術検定試験の受験申込者数の変遷を図－4 に示した。３．

③で紹介したとおり、２級土木技術者資格試験が 2011 年度からＣＢＴ化し、土木技術検定試験と

して再出発したことに伴い、特に学生の受験者数が激減している。激減の原因は、以下のようでは

ないかと指摘されている。

① 二十数校の学校に試験会場をお借りし、毎年 1 回のペーパーベースのテストを実施していた時に

は、試験業務を直接担当下さる先生方の関心が高かったのに対し、ＣＢＴ化後には先生の関心が薄

れ、学生への目も行き届きにくくなった。

② いつでも受験できるという環境が、学生の勉強の目標を定めにくくさせた。

③ 全都道府県にそれぞれ１箇所以上の試験会場が存在するとはいえ、県によっては著しく不便な場

所にあり、一部で物理的に受験が困難になっている事態も生じている。

 一方で、社会人の受験者数は、ＣＢＴ化しても減少せず、社会人にとっては、いつでも受験でき

る環境が却って受けやすい状況を作っていることをうかがわせる。

図-4 ２級技術者試験（土木技術検定試験）受験申込者数推移 

（５）土木技術検定試験の学校別受験申込者数の推移

学生の受験者申込数の推移を、2007 年度から 2013 年度を対象として表－3 にまとめた。ペーパ

ーベースのテストを実施していた 2010 年度までに対し、2011 年度からはＣＢＴ試験に移行してい

る。2010 年度まででハッチをした部分は、その学校が当該年度に試験会場となったことを示して

いる。
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表-3 大学別２級土木技術者資格試験（土木技術検定試験）受験申込者数推移 
都道府県 市区町 学校名 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013

北海道 室蘭市 室蘭工業大学 27 41 37 35 0 0 2
北海道 札幌市 北海学園大学 0 0 4 5 0 0 0
北海道 札幌市 北海道工業大学 1 0 0 0 0 0 0
北海道 札幌市 北海道大学 11 5 32 13 0 0 2
北海道 北見市 北見工業大学 15 25 16 21 2 0 9
宮城県 多賀城市 東北学院大学 1 0 1 1 0 0 0
宮城県 仙台市 東北工業大学 19 29 28 6 15 8 8
宮城県 仙台市 東北大学 44 4 2 4 0 0 0
福島県 いわき市 福島工業高等専門 0 0 0 0 2 0 0
岩手県 盛岡市 岩手大学 1 4 0 0 0 0 2
秋田県 秋田市 秋田大学 5 37 30 46 7 0 0
青森県 弘前市 弘前大学 1 0 0 0 0 0 0
青森県 八戸市 八戸工業大学 25 28 38 24 29 0 0
山梨県 甲府市 山梨大学 9 65 64 73 5 5 58
新潟県 新潟市 新潟大学  9 5 10 3 0 0 0
新潟県 長岡市 長岡技術科学大学 7 8 1 2 2 0 0
栃木県 宇都宮市 宇都宮大学 0 0 0 2 3 0 0
東京都 江東区 芝浦工業大学 1 0 0 1 0 0 2
東京都 八王子市 首都大学東京 3 6 2 1 4 1 1
東京都 新宿区 早稲田大学 13 5 1 17 9 6 2
東京都 文京区 中央大学 5 4 4 2 2 0 0
東京都 江東区 東京海洋大学 0 0 0 0 0 1 0
東京都 目黒区 東京工業大学 23 9 6 19 6 0 0
東京都 文京区 東京大学 6 4 1 2 1 4 0
東京都 世田谷区 東京都市大学 2 10 24 60 45 16 14
東京都 世田谷区 東京農業大学 0 8 9 5 6 7 4
東京都 府中市 東京農工大学 0 0 1 0 0 0 0
東京都 小金井市 法政大学 8 0 0 0 1 1 8
東京都 日野市 明星大学 1 0 0 0 0 0 0
千葉県 習志野市 千葉工業大学 1 0 0 0 0 0 0
千葉県 千葉市 千葉大学 0 0 0 1 0 0 0
千葉県 野田市 東京理科大学 3 1 1 4 1 4 7
千葉県 津田沼市 東邦大学 0 0 0 0 0 0 1
千葉県 船橋市 日本大学  14 6 4 19 5 2 8
千葉県 木更津市 木更津工業高等専 0 0 0 1 1 0 0
埼玉県 さいたま市 埼玉大学 9 5 1 0 0 0 0
埼玉県 比企郡鳩山町 東京電機大学 1 0 2 6 4 1 0
埼玉県 川越市 東洋大学 0 0 0 39 7 6 1
群馬県 桐生市 群馬大学 1 0 0 0 2 0 0
群馬県 前橋市 前橋工科大学 0 0 0 0 0 0 2
神奈川県 横浜市 横浜国立大学 3 0 0 7 4 2 0
神奈川県 横浜市 関東学院大学 1 3 4 1 5 22 46
神奈川県 平塚市 東海大学 1 2 0 1 1 0 0
茨城県 日立市 茨城大学 1 0 0 5 6 2 0
茨城県 つくば市 筑波大学 1 0 0 1 0 0 2
三重県 津市 三重大学 0 0 0 1 0 0 0
長野県 長野市 信州大学 1 2 0 2 0 1 1
長野県 長野市 長野工業高等専門 0 0 1 0 0 0 0
富山県 富山市 富山県立大学 0 0 0 0 0 1 0
富山県 富山市 富山県立大学短期 1 0 0 0 0 0 0
岐阜県 本巣市 岐阜工業高等専門 0 0 5 5 1 0 2
岐阜県 岐阜市 岐阜大学  6 8 1 9 3 3 0
石川県 野々市市 金沢工業大学 5 7 4 0 9 10 14
石川県 金沢市 金沢大学 3 0 2 3 2 4 6
石川県 野々市市 石川県立大学 0 0 0 0 0 0 1
愛知県 豊田市 愛知工業大学 0 2 6 0 0 0 1
愛知県 名古屋市 大同大学 12 0 3 0 2 0 0
愛知県 豊橋市 豊橋技術科学大学 7 3 0 0 0 0 0
愛知県 豊田市 豊田工業高等専門 1 0 0 1 0 1 0
愛知県 名古屋市 名古屋工業大学 12 30 22 16 10 2 8
愛知県 名古屋市 名古屋大学 17 13 9 11 2 6 0
愛知県 名古屋市 名城大学  18 29 7 10 6 0 4
和歌山県 和歌山市 和歌山大学 0 0 0 0 0 1 0
福井県 鯖江市 福井工業高等専門 0 0 0 0 2 0 0
福井県 福井市 福井工業大学 0 2 8 2 0 0 0
兵庫県 神戸市 神戸大学  11 10 0 5 0 2 1
滋賀県 草津市 立命館大学 1 1 1 3 0 0 0
京都府 京都市 京都大学 8 4 2 6 3 3 3
大阪府 吹田市 関西大学 17 7 7 11 0 4 0
大阪府 東大阪市 近畿大学 0 2 0 0 2 0 0
大阪府 寝屋川市 摂南大学 0 0 5 2 2 35 47
大阪府 大阪市 大阪工業大学 3 2 0 2 0 0 1
大阪府 大東市 大阪産業大学 0 1 0 0 0 0 0
大阪府 大阪市 大阪市立大学 0 0 0 1 4 0 1
大阪府 大阪市 大阪大学  7 6 5 6 0 1 0
山口県 宇部市 山口大学 23 37 19 62 6 7 5
広島県 広島市 広島工業大学 0 0 0 0 0 0 1
広島県 東広島市 広島大学 20 20 29 35 11 10 31
広島県 周南市 徳山工業高等専門 0 0 0 0 4 0 1
鳥取県 鳥取市 鳥取大学 10 31 18 19 4 10 0
高知県 香美市 高知工科大学 22 17 5 7 0 0 0
高知県 南国市 高知工業高等専門 2 2 3 0 0 5 7
岡山県 岡山市 岡山大学 21 17 30 62 7 27 0
徳島県 徳島市 徳島大学 9 11 8 10 3 1 0
香川県 高松市 香川高等専門学校 0 0 0 5 6 3 1
香川県 高松市 香川大学 0 0 1 3 1 0 0
香川県 高松市 高松工業高等専門 4 2 0 0 0 0 0
愛媛県 松山市 愛媛大学 3 1 1 0 0 0 0
宮崎県 宮崎市 宮崎大学 78 52 51 51 6 2 1
福岡県 北九州市 九州工業大学 0 1 0 2 2 0 0
福岡県 福岡市 九州産業大学 0 1 0 0 0 0 0
福岡県 福岡市 九州大学 0 2 0 11 1 0 0
福岡県 福岡市 福岡大学 3 1 0 25 0 0 0
長崎県 長崎市 長崎大学 11 8 16 38 0 0 0
佐賀県 佐賀市 佐賀大学 3 1 1 0 0 0 0
熊本県 熊本市 熊本大学 1 0 0 5 1 2 0
熊本県 熊本市 崇城大学 1 0 0 0 0 0 0
鹿児島県 霧島市 鹿児島工業高等専 0 0 2 0 0 0 0
鹿児島県 鹿児島市 鹿児島大学 34 32 61 73 33 49 43
沖縄県 沖縄市 琉球大学 8 2 12 4 3 1 0

656 681 668 935 311 279 359

社会人受験者 116 100 101 180 295 312 263
計 772 781 769 1,115 606 591 622

計
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ＣＢＴ化して以降、多くの学校で受験申込者数が激減していることがわかる。この現象を食い止

めるため、土木技術者資格委員会では 2013 年度から学校単位で団体受験を進めていただくための

働きかけを開始し、山梨大学、広島大学等で実施していただいた。その結果学生受験者数は前年度

を多少上回り、減少傾向に歯止めがかかった。本年度（2014 年度）の学生、社会人を含む受験者

数を組織別に数が多い順に添付資料-2 としてまとめた。2014 年度からはさらに広く団体受験のお

願いを進めている。

５．地方自治体を対象とする資格制度活用促進活動

 国土交通省等の国の機関だけではなく、地方自治体にも土木技術者資格制度の活用を進めていただ

くために、土木技術者資格委員会・小澤一雅委員長が 2012 年度以降 3 年間にわたり活用促進 PR 活 

動を行っている。これまでの訪問先のリストを添付資料-3 にまとめた。 

６．資格制度活用の現状

（１）調達における活用

① 国での活用

・国土交通省の活用

2009 年度～ 各地方整備局が発注する設計コンサルタント業務等の管理技術者、担当技術者資格要 

件として活用の試行を開始

2011 年度～ 上記の試行ルールを一部改訂したガイドラインを示し、本格活用を開始 

・その他、防衛省でも活用が始まっている。

② 地方自治体（県、市、区、町）における活用

 最近、急激に活用事例が増えつつある。

・2012 年 11 月調査では採用県は 5 県だけだったが、2014 年 10 月調査では 13 県に増加 

〔宮城県、福島県、埼玉県、山梨県、和歌山県、徳島県、愛媛県、山口県、福岡県、長崎県、宮崎

県、愛知県（試行）、大阪府（試行）〕

・市、区、町でも増加しつつある。

〔八戸市、釜石市、佐野市、香取市、成田市、小田原市、佐久市、湖南市、神戸市、

世田谷区、大槌町、南三陸町、精華町〕

③ 独立行政法人、公益事業者における活用

（独）水資源機構、（独）都市機構等や、全国の高速道路会社、及び関連会社の一部で活用を進めて

いただいている。

9



（２）組織内での活用

① O 市での活用例：

上水道局で、行政職（1 号職）の急激な不足を、十分に経験を積んだ技能職（2 号職）で補う。土

木技術検定試験合格を行政職登用試験の受験資格要件としたところ、同年の受験者数が 104 名に。 

② 企業の新卒採用エントリーシートでの活用例

大手建設会社（3 社）、大手コンサルタント会社（5 社）で、エントリーシート中に、土木技術検定

試験合格を確認する欄を設けていただいた。エントリーシートの例を添付資料-4 として添付した。 

（３）最近の資格制度の動き

① 2014 年 6 月の品確法の改正

 建設における調査・設計段階を対象に、資格によって技術者能力の評価を行い、調査・設計の品

質を確保するよう求めている。

② 国交省民間メンテナンス資格を公募

①の品確法改正への対応のはじめとして、国のメンテナンス資格制度の整備を、既往の民間資格

を募集することによって開始した。民間資格の公募は 2014 年 12 月に実施され、土木学会の土木技

術者資格も応募している。

③ 引き続き、新設の調査・設計分野での民間資格登録制度創設準備が始まる

7. 資格制度収支の推移

（注：支出金額に管理費は含まず。）

図-5 資格制度費収支差 

以 上 
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2014年度　土木技術検定試験所属別受験者数　12/26迄 添付資料-2

所　属
申込者

数
所　属

申込者
数

山梨大学 56 (株)メディアクラフト 1

関東学院大学 40 (株)レールテック 1

中日本ハイウェイ・エンジニアリング東京 35 (株)復建技術コンサルタント 1

金沢工業大学 32 (株)北東ジャパン 1

摂南大学 26 (有)山栄測量設計 1

広島大学 24 FLAGS 1

(株)東建工営 17 JR東海 1

鹿児島大学 14 NEXCO西日本エンジニアリング 1

(株)ネクスコ・エンジニアリング新潟 13 アイ・デイ・エー 1

(株)ネクスコ・エンジニアリング東北 12 イズテック(株) 1

(株)ネクスコ東日本エンジニアリング 11 オフィスクールキャット 1

開発虎ノ門コンサルタント(株) 9 キュウメートル(株) 1

西日本高速道路エンジニアリング四国(株) 9 メディアクラフト 1

(有)ジステム 7 宇都宮大学 1

（一社）四国クリエイト協会 6 横浜国立大学 1

(株)ネクスコ・エンジニアリング北海道 6 岡山大学 1

西日本高速道路エンジニアリング関西(株) 6 開発技建 1

東北工業大学 6 岩手大学 1

計画エンジニヤリング 5 久慈興業 1

西日本高速道路エンジニアリング九州(株) 5 近畿建設協会 1

中日本ハイウェイ・エンジニアリング名古屋 5 九州テクノリサーチ(株) 1

(株)東日本計画 4 国際航業(株) 1

officekoolkat 4 国土交通省 1

アーバンネット(株) 4 三井共同建設コンサルタント(株) 1

西日本高速道路エンジニアリング中国(株) 4 三谷コンピュータ(株) 1

東洋技研コンサルタント(株) 4 三和建設コンサルタント(株) 1

(株)アイ・ディー・エー 3 室蘭工業大学 1

(株)横浜コンサルティングセンター 3 芝浦工業大学 1

(株)建設技術研究所 3 庄原市役所 1

(株)片平エンジニアリング 3 清水建設（株） 1

パシフィックコンサルタンツ(株) 3 西日本高速道路(株) 1

関西大学 3 静岡国道事務所 1

京都大学 3 太陽コンクリート工業(株) 1

大阪市水道局 3 大阪大学 1

大成エンジニアリング(株) 3 中日本ハイウェイ・エンジニアリング 1

日本振興(株) 3 鉄道建設・運輸施設整備支援機構 1

(株)シーエステック 2 東京農業大学 1

(株)ジェイテック 2 東日本高速道路(株) 1

(株)ジオサーチ 2 日本交通技術(株) 1

(株)パスク 2 八戸工業高等専門学校 1

(株)フジみらい 2 豊橋技術科学大学 1

ダイエーコンサルタント(株) 2 北海道道路管理技術センター 1

西日本高速道路エンジニアリング 2 北見工業大学 1

早稲田大学 2 北陸電力 1

東京都市大学 2 無所属 1

東京理科大学 2 名古屋工業大学 1

東建工営(株) 2 矢作建設工業(株) 1

東日本旅客鉄道(株) 2 陸奥テックコンサルタント(株) 1

立命館大学 2

(株)イノセンス 1 計 474

(株)インフラネット 1

(株)トーホーエンジニアリング 1

(株)トラバース 1

(株)ナスキー 1

(株)パデコ 1
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土木技術者資格制度活用促進活動　訪問先一覧 添付資料-3

建設局長  

北海道開発局 事業振興部長 建設局  道路部長 事業振興部長  

谷村技術管理課長 建設局  工務担当部長 事業振興部  技術管理課課長

事業振興部  技術管理課技術管理企画官

技監 都市整備部長  

都市計画課長 都市整備部  技監 理事長  

都市整備部  事業管理室事業企画課主査

危機管理対策室長 北海道建設部  技監

厚別区土木部長 近畿地方整備局  企画部長 北海道建設部  土木局河川砂防課課長

雪対策室長 建設部建設政策局  建設管理課技術管理担当課長

北海道建設部  土木局河川砂防課河川計画グループ主査（調整）

土木局長  

土木局  道路企画課長 札幌市  中央区長

土木局  道路企画課参事 札幌市  建設局総務部自転車対策担当課長

土木局  道路企画課主査

土木局  技術企画課技術管理担当監

建設局工務担当部長 中国地方整備局  港湾空港部長 建設局長  

中国地方整備局  港湾空港部課長 建設局  中央水環境Ｃセンター長

都市整備部 技監 建設局  技術管理室技術管理担当部長

理事長  

近畿地方整備局企画部長 企画調査部  技術管理課長 県土整備部  土木局長

企画調査部  技術管理課主査 淡路市役所  理事

建設局　道路部技術管理担当部長 県土整備部  県土企画局技術企画課副課長

四国地方整備局  企画部技術企画官

土木局長 都市整備局長  

土木部  技術企画課積算Gr.主任 都市整備局  総括審議官

中国地方整備局  港湾空港部長 都市整備局  都市企画総務課長

中国地方整備局　港湾空港部海洋環境・技術課長 取締役  鉄道事業本部工務部長 監理課  技術監理係副主査

中国地方整備局　企画部長

土木建築部長  土木部長  

構造材料学研　教授 土木部  技術総括監

四国総合事務所長  

土木局長  

四国支社  建設事業部技術計画課長 土木局  技術企画課課長

土木局  技術企画課技術監理担当監

企画部長  土木局  道路企画課参事

北海道開発局  局長 四電技術ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ  土木技術部長 電気事業本部  石炭灰有効利用専任部長

北海道開発局  建設部長 電気事業本部  原子力土木マネージャー

北海道開発局  事業振興部技術管理課長 理工学研究科  生産環境工学教授 流通事業本部  土木運営担当マネージャー

流通事業本部  土木計画担当マネージャー

北海道建設部  技監 ｿｼｵﾃｸﾉｻｲｴﾝｽ部  ｴｺｼｽﾃﾑﾃﾞｻﾞｲﾝ部門教授

北海道建設部  土木部道路課道路計画グループ主査 都市整備部長  

工学部  社会システム工学教室教授 都市整備部  都市環境課次長兼課長

建設局  雪対策室長 都市整備部  道路課課長

建設局  土木部業務課技術管理担当課長 鹿島四国支店  土木部担当部長

清水建設四国支店  土木部技術見積Gr.主査 県土整備部  次長

県土整備部  技術企画課課長

東北地方整備局  局長 IHI営業本部  営業部営業1課課長 県土整備部  技術企画課課長補佐

東北地方整備局  副局長 県土整備部  県土総務課建設業・入札制度担当参事

東北地方整備局  企画部長

九州地方整備局  局長

土木部長  九州地方整備局  企画部長 県土整備部長  

土木部  事業管理課技術企画班 九州地方整備局  企画部技術開発調整官 県土整備部  副部長

九州地方整備局  企画部技術企画官 県土整備部  建設管理課長

都市整備局長  九州地方整備局  企画部企画課企画第二課長 県土整備部  建設管理課リーダー（技術管理担当）

都市整備局  技術管理室長

都市整備局  技術管理室主査 県土整備部長  土木部長  

県土整備部  道路建設課長 土木部  下水道事務所保全課課長補佐

県土整備部  道路建設課国道係長 都市整備部  広域道整備課課長補佐

建設部長  県土整備部  企画交通課技術調査室技術調査班企画主幹

建設部  建設企画課長 県土整備部  企画交通課技術調査室契約班企画主幹 土木部長  

建設部  道路建設課長 県土整備部  道路建設課国道係主任技師

建設部  道路建設課主任 土木部長  

道路下水道局長  土木部監理課  技術補佐

緑政土木局長  財政局  技術監理部技術監理課課長 土木部監理課  技術管理室技術指導係技術専門員

緑政土木局  道路建設部長 財政局  技術監理部技術管理課土木・防災係長

緑政土木局  道路建設課事業計画係長 道路下水道局  計画部計画調整課調整係長
緑政土木局  道路建設課事業計画係主事 財政局  技術監理部技術監理課土木・防災係

【福岡県】

【長崎県庁】

【北海道開発局】

【北海道河川財団】

【北海道庁】

【札幌市】

【神戸市役所】

【兵庫県庁】

【岡山市役所】

【岡山県庁】

【広島県庁】

【中国電力】

【鳥取市役所】

【鳥取県庁】

【徳島県庁】

【徳島市役所】

【高知工科大学】

【鹿児島県庁】

2014年度

2013年度
【国土交通省】

【北海道庁】

【札幌市】

【国土交通省】

【日本下水道事業団】

【宮城県】

【仙台市】

【大阪市】

【愛知県】

【日建連四国支部】

【橋建協四国事務所】

【国土交通省】

【西部支部商議員会】

【名古屋市】

【大阪府】

【国土交通省】

【広島県】

【国土交通省】

【広島高速道路公社】

【国土交通省】

【香川県】

【JR四国】

【四国電力】

【西日本高速】

【四国クリエイト協会】

【建コン協四国支部】

【愛媛大学】

【徳島大学】

2012年度

【福岡市】

【国土交通省】

【北海道庁】

【札幌市】

【北海道大学】

東北支部商議員会

中部支部　発注者協議会

【大阪市】

【大阪府】

【国土交通省】

【広島県】

【国土交通省】

【広島大学】

【神戸市】

【四国支部　幹事会】
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学歴 

高校卒年 

学校名 
西暦   年  月卒 

大学卒年 

大学名 
西暦   年 月卒・卒業見込 大学   部   科 

大学院修了年 

大学院名 

西暦   年  月卒・修了見込(修士) 大学院 研究科    専攻 

西暦   年  月卒・修了見込(博士) 大学院 研究科    専攻 

職歴 
（ある場合、記載してください） 

注：アルバイトは除きます。 

卒論 

・ 

修論 

テーマ： 

内 容： 

（未決定の場合は、今後研究する内容について記載してください） 

教授 １）卒論指導教授名 ２）就職担当教授名 

志望する企業名 

または官公庁 
① ② ③ 

インターンシップ 
インターンシップを 

（ した・しなかった ） 

企業名： 

期 間： 

◆これまで勉強・研究してきたことを踏まえ、建設コンサルタント業界を志望する理由を具体的に記述してく

ださい。（２００字程度） 

ふりがな 男 
・ 
女 氏 名 

生年月日 西暦 年  月  日生（  歳） 

現住所 
〒 

電話番号 携帯電話 

e-mail 

(携帯以外) 

２０１５年度 新卒採用 入社志望書（技術部門） 受験番号 

(※当社記入欄) 

本書類は両面に複写で１枚にし、手書きでご記入ください。 

本人顔写真 

・縦 4cm×横 3cm 

・胸から上の写真 

・裏面にのり付け 

・裏面に氏名記入 

15

kudo nobuhiro
テキストボックス
添付資料－４



株式会社 建設技術研究所 

2/2 

◆当社を志望する理由を記入してください（２００字程度）。 

あわせて志望する分野を選択し、その理由を記述してください。 

当
社
の
志
望
理
由

志

望

分

野

○河川、海岸 ○河川構造、ダム ○砂防 ○上下水道

○道路・交通 ○橋梁 ○都市 ○地質 ○マネジメント

○情報・防災（電気・電子含む） ○環境（資源循環、エネルギー含む）

第一志望 分野 

［志望理由］ 

第二志望 分野 

［志望理由］ 

◆学生時代に最も力を入れて取り組んだことについて、そのプロセスと結果、そこから何を学んだかを具体的

に記述してください。（２００字程度） 

◆ご自身が加入または参加されている学術学会とその活動実績(委員会参画、論文発表、資格試験合格（また

は資格取得）、継続教育（CPD）実施、社会支援活動等)があれば記述してください。 

◆取得済の資格、関連する試験の結果、その他資格（ＴＯＥＩＣ等）について選択または記述してください。 

・技術士一次試験 （ 合格 ・ JABEE ）   ・土木学会認定技術者資格制度 ２級技術者資格審査  合格 

・その他（                                               ） 

－ご記入いただいた「入社志望書」は、成績証明書とともに以下の宛先までご郵送願います。－ 

※当社記入欄 
〒103-8430 

東京都中央区日本橋浜町 3-21-1 日本橋浜町Ｆタワー 管理本部人事部 新卒採用係 

TEL 03-3668-0402   FAX 03-3639-9426 e-mail recruit-15@ctie.co.jp 

会社ホームページ http://www.ctie.co.jp 
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